
強化に努めるとともに消防の地域的団結、地方消防の強化を図る
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 。
展開方向

災害時における人的被害を最小限にするため、消防の地域的団結により社会環境の変化に対応した、地方消 　４月　第１回東葛飾地区消防長会議・千葉県消防長会春季総会・千葉県消防長会事務担当者会議
防力を強化し消防体制の充実強化に努めるとともに消防行政の円滑な運営を図る。 　５月　安全運転管理者協議会第１回理事会・全国消防長会総会

当該年度 　６月　安全運転管理者協議会通常総会
執行計画 　７月　セーフティドライバーズちば参加

(3)事業内容 内　　容 　９月　安全運転管理者協議会第２回理事会
１０月  千葉県消防長会警防防災委員会
消防関連団体事業への参加率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 先進都市の消防業務を学び消防体制の充実強化に努めるとともに消防の地域的団結及び地方消防の強化発展を図る。 直接 消防関連団体事業への参加率 ％ 100 100

令和 4年度 先進都市の消防業務を学び消防体制の充実強化に努めるとともに消防の地域的団結及び地方消防の強化発展を図る。 直接 消防関連団体事業への参加率 ％ 100

令和 5年度 先進都市の消防業務を学び消防体制の充実強化に努めるとともに消防の地域的団結及び地方消防の強化発展を図る。 直接 消防関連団体事業への参加率 ％ 100

地方消防の強化に伴う近隣市との協力体制の充実
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費 88 旅費 83 18 旅費 83 旅費 83
有料道路・駐車場使用料 20 有料道路・駐車場使用料 20 10 有料道路・駐車場使用料 20 有料道路・駐車場使用料 20
安全運転管理者変更届申請手数料 1 安全運転管理者変更届申請手数料 3 2 安全運転管理者変更届申請手数料 3 安全運転管理者変更届申請手数料 3
東葛飾地区消防長会負担金 4 安全運転管理者協議会負担金 33 33 安全運転管理者協議会負担金 33 安全運転管理者協議会負担金 33
安全運転管理者協議会負担金 33 消防長会・消防協会負担金等 349 349 消防長会・消防協会負担金等 349 消防長会・消防協会負担金等 349
消防長会・消防協会負担金等 349 消防本部交際費 5 0 消防本部交際費 5 消防本部交際費 5
セーフティドライバーズ負担金 7 消防長交際費 27 15 消防長交際費 30 消防長交際費 30

実施内容 消防本部交際費 5 セーフティードライバーズ負担金 7 7 セーフティードライバーズ負担金 7 セーフティードライバーズ負担金 7
消防長交際費 30 3 3

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 537 合　　計 530 437 合　　計 530 合　　計 530
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 537 530 437 530 530

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 1,780 1,780 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,277 2,310 2,217 2,310 2,310
(11)単位費用

22.77千円／％ 23.1千円／％ 22.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

先進都市の消防業務を学び消防体制の充実強化に努めるとともに消防の地域的団結、地方消防の強化発展と近隣との消防 ●①事前確認での想定どおり
行政の円滑な運営を図るため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　消防関連団体や地域の外郭団体の事業に参加することは、消防行政の円滑な運営に欠かせないものである。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　情報の交換や共有を進めることにより、関係機関と広域的

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 な連携を深めることができ、消防体制の強化にも繋がる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大の影響はあったが概ね達成できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,310 △33 2,217 95.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

　負担金支出の見直しにより削減
　（東葛飾地区消防長会会議負担金）

△1.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.33

％ 10万円 4.51 104.16

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 913 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 外郭団体等事務運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,310 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 先進都市の消防業務を学び消防体制の充実



なる増進、及び消防職員消防団員、関係機関の士気高揚を図る。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

出初式として2部構成で行う。１部は式典で、各種の消防功労に対する表彰を、２部では、幼年消防クラブ ・１０月実施要綱の作成・１１月実施内容検討責任者会議・１２月予行演習・１月開催
等の消防演技や消防職員・消防団員の合同訓練を披露する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

消防職、団員の出席率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防職員、団員の士気高揚 直接 消防職、団員の出席率 ％ 77.4 100

令和 4年度 消防職員、団員の士気高揚 直接 消防職、団員の出席率 ％ 100

令和 5年度 消防職員、団員の士気高揚 直接 消防職、団員の出席率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

出初式会場設営委託料 410 出初式会場設営委託料 410 400 出初式会場設営委託料 410 出初式会場設営委託料 410
出初式消耗品 60 出初式消耗品 60 40 出初式消耗品 60 出初式消耗品 60
出初式案内通知発送代（通信運搬費） 133 出初式案内通知発送代（通信運搬費） 133 118 出初式案内通知発送代（通信運搬費） 133 出初式案内通知発送代（通信運搬費） 133

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 603 合　　計 603 558 合　　計 603 合　　計 603
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 603 603 558 603 603

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.35 0.35
正職員人件費 3,480 3,560 3,560 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,083 4,163 4,118 3,718 3,718
(11)単位費用

40.83千円／％ 41.63千円／％ 41.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　市民の生命、身体、財産を災害から守るためには、消防職、団員の士気高揚を図る必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
　年頭に当たり消防職、団員等の表彰はもとより関係機関が一体となった連携強化のための訓練等を行う「消防伝統的な ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 消防出初式」をとおして士気高揚を図る必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　新型コロナウイルス感染防止のため、関係者のみの招待で開催となったが概ね事前確認どおりであった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　消防職団員及び関係機関の防火・防災に対する士気を高め

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市民の安心感と防災意識の向上を図るため、市が主導で実
□その他 　促進された 施しなければならない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ・功績のあった市民を対象とした表彰の実施 ・幼年消防クラブ（市内保育園園児）による演技の実施 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ・幼年消防クラブ（市内保育園園児）による演技の実施 ・市内中学校吹奏楽部による伴奏及び演奏披露の実施 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ・市内中学校吹奏楽部による伴奏及び披露の実施 ・式典及び演技、吹奏楽の実施広報 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ・式典及び演技、吹奏楽の実施広報 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 　職団員及び関係者が来場する際の交通機関として、新型コ ●①想定どおり
□②生き物と共存している ロナウイルス感染対策を実施した上で、公用車や自家用車の ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 相乗り等を推進する。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
職団員及び市民が来場する際の交通機関として、公共交通機関の活用及び自家用車の相乗り等を推進する。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
77.4 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　新型コロナウイルス感染防止のため、関係者のみの招待で開催となったが概ね
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

事前確認どおりであった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,163 △80 4,118 98.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.4

％ 10万円 2.43 101.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 916 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防出初式の開催・運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,163 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体  消防行政の発展向上と地域防災の更



災害から市民の生命、身体、財産を守る消防活動の拠点としての機能を発揮できるよう庁舎や付帯設備を
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 安全、衛生面等も踏まえ適正に維持管理・補修し消防体制の万全を図る。
展開方向

　災害時の活動拠点としての機能を発揮できるよう、また、職員の職務環境を維持するため、庁舎や付帯設 庁舎保守点検委託契約・リース契約・設計業務委託・清掃業務委託：年度当初契約
備を安全衛生面等も踏まえ適正に維持管理・補修する。 庁舎備品購入：年度当初購入
　令和３年度の政策的事業については、次のとおりとなります。 当該年度 庁舎修繕等：アンテナ修繕、畳交換（西消防署）、ドア修繕（つくし野分署）
・東消防署受電方式変更工事 執行計画 　　　　　　他随時対応

(3)事業内容 内　　容 ・ＰＣＢ廃棄処理業務委託 東消防署受電方式変更工事・ＰＣＢ廃棄処理委託
・東消防署訓練塔改修工事 東消防署訓練塔改修修繕

我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防庁舎の老朽化に伴う庁舎維持補修及び施設の維持管理、付属備品の購入 直接 我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 % 100 100

令和 4年度 消防庁舎の老朽化に伴う庁舎維持補修及び施設の維持管理、付属備品の購入 直接 我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 % 100

令和 5年度 消防庁舎の老朽化に伴う庁舎維持補修及び施設の維持管理、付属備品の購入 直接 我孫子市消防庁舎施設等の適正管理率 ％ 100

本業務は消防庁舎の老朽化に伴う施設設備に経費が掛かるため多年度にわたり実施。
(7)事業実施上の課題と対応 特定事業主行動計画に基づき、計画的に女性消防吏員を採用するため、女性が勤務できる環境を整備する必要がある。 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

複写機チャージ料 549 複写機チャージ料 528 390 複写機チャージ料 528 複写機チャージ料 528
暖房用灯油・LPガス・光熱水費 10,711 暖房用灯油・LPガス・光熱水費当初10,3 11,289 11,187 暖房用灯油・LPガス・光熱水費 10,327 暖房用灯油・LPガス・光熱水費 10,327
消防庁舎施設修繕料 1,147 消防庁舎施設修繕料 1,376 1,627 消防庁舎施設修繕料 1,376 消防庁舎施設修繕料 1,376
加入電話回線使用料 992 加入電話回線等使用料 966 904 加入電話回線使用料 966 加入電話回線使用料 966
施設設備等保守点検・清掃委託料 7,272 施設設備等保守点検・清掃委託料当初7, 7,302 7,053 施設設備等保守点検・清掃委託料 7,472 施設設備等保守点検・清掃委託料 7,472
電話機リース使用料 337 電話機リース使用料 358 357 電話機リース使用料 358 電話機リース使用料 358
　（東消防署・西消防署・本部） 　（東消防署・西消防署・本部） 　（東消防署・西消防署・本部） （東消防署・西消防署・本部）

実施内容 複写機リース使用料 265 複写機リース使用料 234 233 複写機リース使用料 234 複写機リース使用料 234
NHKテレビ受信料 204 NHKテレビ受信料 164 162 NHKテレビ受信料 164 NHKテレビ受信料 164

(8)施行事項
費　　用 庁舎付属備品 136 庁舎付属備品当初245流用167 412 411 庁舎付属備品 245 庁舎付属備品 245

工事請負費 594 庁舎資材購入費 100 100 庁舎資材購入費 100 庁舎資材購入費 100
庁舎資材購入費 100 3 3

＊ 庁舎改修設計（起債対象） ＊ 東消防署受電方式変更工事当初6,721１ 6,466 6,466 ＊ 東消防署非常用発電機更新工事設計 1,379 ＊ 東消防署非常用発電機更新工事 28,160
＊  東消防署女性仮眠室改修工事 1,192 ＊ （起債対象） ＊ 西消防署空調設備更新工事設計 2,000 ＊ 西消防署空調設備更新工事 41,030
＊ 工事請負費（起債対象） ＊ 受電方式変更工事電気工事負担金12月補 △400 0
＊ 　東消防署空調設備更新 12,540 ＊ （起債対象） 0
＊  東消防署女性仮眠室改修工事 5,863 庁舎改修設計委託料１２月補正1,667 1,667 1,342 　

（９月補正） ＊ ＰＣＢ廃棄委託料１２月補正－753 △753 0
＊ 東消防署訓練塔修繕 3,181 2,926

全熱交換器等設置工事予備費8,393 8,393 8,393
予算(決算)額 合　　計 41,902 合　　計 41,286 41,554 合　　計 25,149 合　　計 90,960
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 14,600 充当率 75 ％ 4,800 4,800 充当率 75 ％ 2,500 充当率 75 ％ 51,800

(9)財源内訳
一般財源 27,000 26,426 26,694 21,671 38,182

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 302 □特会 □受益 □基金 ■その他 10,060 10,060 □特会 □受益 □基金 ■その他 978 □特会 □受益 □基金 □その他 978
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 4,005 4,005 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 45,817 45,291 45,559 29,154 94,965
(11)単位費用

458.17千円／% 452.91千円／% 455.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　災害時の活動拠点、日々の事案に対応を図るため、庁舎機能の維持、職場環境の継続的な管理が必要である。 ○①事前確認での想定どおり
　また、各消防庁舎、施設は、昭和５４年消防本部・西消防署（昭和５４年開設）、東消防署（昭和６２年開設）、湖北 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 分署（昭和４５年開設）、つくし野分署（昭和５３年開設）と開設から年数が経過しているため、現況の状況を的確に把 ○要
   背景は？(事業の必要性) 握するため、保守点検を実施し、早急に必要な修繕と計画的な整備が必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　災害即応体制を維持するため、計画的な庁舎の修繕、整備が必要であるが、応急に修繕の必要があり、事前確認での想
定どおりではなかった。また、新型コロナウイルス感染症対策を講じるために補正措置等を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　災害即応体制を維持するため、市が庁舎の維持管理を主導

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 で進める必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 　
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　修繕計画及び応急の必要修繕を実施することにより庁舎の維持管理を図ること
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 45,291 526 45,559 100.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 　新型コロナウイルス感染症対策を講じるために ●不要

　新型コロナウイルス感染症対策を講じるために補正措置を実施した。 補正措置を実施した。

1.15

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 　新型コロナウイルス感染症対策を講じるために補正措

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 置を実施した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22

% 10万円 0.22 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 918 課コード 1001 会計種別 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防庁舎・装備の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 36,830 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 45,291 千円 (うち人件費 4,005 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 　



人事管理を行う。
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的
展開方向

所属長から配置人員の人事異動参考情報を把握するとともに職員履歴により資格・経歴を参考に異動表を作 ○　４月～１１月　所属長からの定期報告　
成する。 ○　１０月～１１月　管理職以下職員への意向調査実施

当該年度 ○　２月所属長ヒアリング・人事担当部局協議　
執行計画 ○　３月異動表作成

(3)事業内容 内　　容

異動者数(５年間未異動者数・管理職を除く） 想定値 10当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 14

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ５年以上未異動者を減らしていく。 直接 異動者数(５年間未異動者数・管理職を除く） 人 5 10

令和 4年度 ５年以上未異動者を減らしていく。 直接 異動者数(５年間未異動者数・管理職を除く） 人 10

令和 5年度 ５年以上未異動者を減らしていく。 直接 異動者数(５年間未異動者数・管理職を除く） 人 10

人事異動の実施できない要員として資格問題があるが資格取得のため講習会や研修への参加を増やし、５年以上の未異動者が無
(7)事業実施上の課題と対応 いよう人事管理を行う。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防職員の人事異動 消防職員の人事異動 消防職員の人事異動 消防職員の人事異動

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 2,225 2,225 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,175 2,225 2,225 2,225 2,225
(11)単位費用

217.5千円／人 222.5千円／人 158.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　業務の特殊性から、５年以上異動できない職員もいるが、同じ職種や勤務場所といった限定をすることなく異動を実施 ●①事前確認での想定どおり
することにより、種々の業務内容や地域特性を把握することができ、職員の知識や技術の底上げが図られ、組織の強化に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 繋がると同時に、プレッシャーやストレス等の負担を軽減する一つの手段としても必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　業務内容や勤務場所等の勤務環境の変化による地域特性や業務内容の把握、職員間コミュニケーションの促進を図るた
め、必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　提供主体が市しかない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　業務の継続性や部隊の特殊性から異動者は１４名となった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 14 140
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,225 △50 2,225 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 適切な人事異動を実施できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.45

人 10万円 0.63 140

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 923 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防職員の人事異動 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,225 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 資格や能力、健康状態に応じた効率的な



門的な知識・技術を身につけ、市民の生命財産を各種災害から守る
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 。
展開方向

消防大学校教育訓練実施要領及び千葉県消防学校教育訓練実施計画に基づき、各課程に適任者を派遣し、消 千葉県消防学校、消防大学校及び救急救命研修所　入校
防職員として必要な資格の取得、専門的な知識・技術の修得、体力の練成、規律の保持を図り、能率的に職   ４月　千葉県消防学校　初任科前期へ職員６名を派遣する。
務を遂行させ、災害発生時の被害軽減を図る。 当該年度 　〃　　千葉県消防学校　訓練指導科へ職員３名を派遣する。

執行計画 　〃　　千葉県消防学校　救急科前期へ職員２名を派遣する。
(3)事業内容 内　　容 　〃　　救急救命東京研修所　前期へ職員１名を派遣する。

　７月　千葉県消防学校　予防査察科へ職員１名派遣する。
消防職員の派遣研修への参加率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防職員として必要な資格、知識及び技術を身につける。 直接 消防職員の派遣研修への参加率 ％ 100 100

令和 4年度 消防職員として必要な資格、知識及び技術を身につける。 直接 消防職員の派遣研修への参加率 ％ 100

令和 5年度 消防職員として必要な資格、知識及び技術を身につける。 直接 消防職員の派遣研修への参加率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防学校・大学・救命研修負担金 4,867 消防学校・大学・救命研修負担金 4,499 4,215 消防学校・大学・救命研修負担金 4,499 消防学校・大学・救命研修負担金 4,499
消防学校・大学・救命研修研修旅費 1,340 消防学校・大学・救命研修研修旅費 1,169 1,021 消防学校・大学・救命研修研修旅費 1,169 消防学校・大学・救命研修研修旅費 1,169
予防接種・健康診断・免許申請手数料 145 予防接種・健康診断・免許申請手数料 150 149 予防接種・健康診断・免許申請手数料 150 予防接種・健康診断・免許申請手数料 150
消耗品費（救急救命士登録収入印紙） 9 消耗品費（救急救命士登録収入印紙） 9 9 消耗品費（救急救命士登録収入印紙） 9 消耗品費（救急救命士登録収入印紙） 9
通信運搬費（救急救命士登録申請用） 1 通信運搬費（救急救命士登録申請用） 1 1 通信運搬費（救急救命士登録申請用） 1 通信運搬費（救急救命士登録申請用） 1
講師報償費 30

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,392 合　　計 5,828 5,395 合　　計 5,828 合　　計 5,828
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,392 5,828 5,395 5,828 5,828

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 4,005 4,005 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,307 9,833 9,400 9,833 9,833
(11)単位費用

103.07千円／％ 98.33千円／％ 94
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　消防行政を取り巻く状況は、多種多用途の施設が混在し複雑化した建物における火災やＮＢＣ災害等、近年大きく変化 ●①事前確認での想定どおり
しており、住民は、これら様々な危険に常時さらされている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　こうした状況を背景に、住民の生命、身体及び財産を守るという消防の責務はますます重要さを増し、住民の消防に対 ○要
   背景は？(事業の必要性) する関心や期待も一層高まっており、住民の負託にこたえるため消防職員の専門的な知識及び技術の更なる向上が求めら ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

れている。 　新型コロナウイルス感染拡大により一部実施することができなかったが、消防職員としての専門知識と技術を修得する
ため、概ね想定どおりであった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　消防組織内の研修となるため、提供主体が市のみとなる。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　新型コロナウイルス感染拡大により一部実施することができなかったが、計画
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

に基づき、事業を進めることができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,833 474 9,400 95.6
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.02

％ 10万円 1.06 103.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 924 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防職員の派遣研修 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,833 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防職員として必要な資格の取得及び専



地域社会の安全確保を使命とする消防の責務はますます重大
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 なものになってきています。このような状況下において、功労があった者を称え、功績を広く知らせて模範
展開方向

とすることで、他の者の士気を鼓舞することを目的としている。
消防職員として功績のあった職員を、国、県及び加盟団体等への表彰者推薦及び上申事務を行い、各種表彰 春・秋　該当者名簿の作成・次年度叙勲候補者推薦及び叙勲上申
を受賞させることにより、職員に消防業務の重要性を再確認させるとともに、職員の功労に報いる。 　８月　消防庁長官、千葉県知事、日本消防協会及び千葉県消防協会表彰の候補者名簿の作成及び候補者 

当該年度         推薦
執行計画 　９月　千葉県知事表彰上申　　精勤章　令和３年度職員枠からの上申 

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　永年勤続功労章　令和３年度職員枠から上申
　９月　日本消防協会上申　　　永年勤続功労章　基準該当者
表彰受章者率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各種表彰該当者の人選及び上申事務を迅速確実に行う。 間接 表彰受章者率 ％ 100 100

令和 4年度 各種表彰該当者の人選及び上申事務を迅速確実に行う。 間接 表彰受章者率 ％ 100

令和 5年度 各種表彰該当者の人選及び上申事務を迅速確実に行う。 間接 表彰受章者率 ％ 100

表彰の種類によっては候補者枠が消防職員及び消防団員の合計数であるため、消防団役員との調整が必要になる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

各種表彰該当者の人選及び上申 各種表彰該当者の人選及び上申 各種表彰該当者の人選及び上申 各種表彰該当者の人選及び上申

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,045 3,115 3,115 3,115 3,115
(11)単位費用

30.45千円／％ 31.15千円／％ 31.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　近年、高層建築物火災や特殊災害、集団救急事故など災害の要因が多様化し、その危険性も増大するなかにあって、消 ●①事前確認での想定どおり
防に課せられた責務はますます重大になっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　消防職員はその使命感に燃え、火災、救急、救助はもとより、地震、風水害等のあらゆる災害に対し、日夜献身的な活 ○要
   背景は？(事業の必要性) 動を続けている。このような状況下において、功労のあった者を称え、功績を広く知らせることで模範とし、他の者の士 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

気高揚を図ることにより、消防力が強化される当事業は必要なものである。 　消防職員の継続的な業務への取組みに対する表彰を実施することで、士気の高揚が図られ、組織の強化につながるため
必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　消防職員の表彰事務であるため、民間企業等では実施する

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ことができない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 　 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　功績のある消防職員を人選し、表彰事務を想定どおり完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,115 △70 3,115 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.21

％ 10万円 3.21 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 925 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防表彰事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,115 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 火災をはじめとする各種災害も複雑多様化し、



生命、身体、財産を災害から守るため、消防活動を円滑に行う消防車両等を整備維持管理し消防体制
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 の万全を図る。
展開方向

　複雑多様化する災害等に対応するため操作性、安全性、機能性を具備した消防車両等の総合管理及び整備 消防車両等の整備　　日常点検：随時/定期点検及び継続検査（車検）：計画に沿って実施する。
を実施する。 消防車両等の修繕　　点検及び継続検査等を実施した際に故障箇所等が判明した場合は早急な対応を図る。
　今年度は、配備車両の維持管理を図るとともに、消防本部車両更新計画に基づき、東消防署湖北分署に配 当該年度 消防車両等の更新整備　　計画に沿い老朽した車両の更新整備を図る。
置されている湖北水槽１号車を更新整備します。 執行計画 令和３年度の執行計画　【湖北水槽１号車の更新整備事業（政策）】

(3)事業内容 内　　容 　 ４月：入札・契約締結/１１月：中間検査/２月：納車　　　　　　　　　　　　　　　　　

消防車両等の整備の実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防車両等を充実整備することで、各種災害等の出動に万全な体制で備える。 直接 消防車両等の整備の実施率 ％ 100 100

令和 4年度 消防車両等を充実整備することで、各種災害等の出動に万全な体制で備える。 直接 消防車両等の整備の実施率 ％ 100

令和 5年度 消防車両等を充実整備することで、各種災害等の出動に万全な体制で備える。 直接 消防車両等の整備の実施率 ％ 100

 消防車両の高騰化や積載資器材整備のため、事業費の高騰がある中で更新年限の延伸が見込まれ、保守点検や修繕にて緊急出
(7)事業実施上の課題と対応 動態勢を維持していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

車両用品等 100 車両用品等 100 181 車両用品等 100 車両用品等 100
車両燃料費 7,766 車両燃料費 6,829 6,662 車両燃料費 6,829 車両燃料費 6,829
車両・車検整備修繕 3,591 車両・車検整備修繕 3,153 3,057 車両・車検整備修繕 3,153 車両・車検整備修繕 3,153
車検整備手数料 1,951 車検整備手数料 1,977 1,927 車検整備手数料 1,977 車検整備手数料 1,977
自動車損害保険料等 317 自動車損害保険料等 254 222 自動車損害保険料等 254 自動車損害保険料等 254
はしご保守点検委託料 330 はしご保守点検委託料 330 330 はしご保守点検委託料 330 はしご保守点検委託料 330
公用車リース料 486 公用車リース料 683 647 公用車リース料 683 公用車リース料 683

実施内容 消防車用バッテリー等 378 消防車用バッテリー等 336 193 消防車用バッテリー等 336 消防車用バッテリー等 336
自動車重量税 775 自動車重量税 542 540 自動車重量税 642 自動車重量税 642

(8)施行事項
費　　用 備品購入費 128 備品購入費 165 145 備品購入費 165 備品購入費 165

＊ 西署水槽１号車購入 ＊ 消防車両更新 ＊ 消防車両更新
＊ 　車両購入費（起債対象） 73,167 ＊ 車両購入費（起債対象） 69,424 69,423 ＊ 車両購入費（起債対象）
＊ 　自動車重量税 91 ＊ 　湖北水槽１ ＊ 　東水槽２ 85,000
＊ 　自賠責保険料 9 ＊ 自動車重量税 91 90 ＊ 　自動車重量税 91
＊ 　旅費 86 ＊ 自動車損害保険料等 8 8 ＊ 　自動車損害保険料等 8

＊ 旅費 88 87 ＊ 　旅費 88
　 ＊ 　※　湖北水槽１（国庫補助対象）
　 災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車
　 　基準額　I型　30,477千円

予算(決算)額 合　　計 89,175 合　　計 83,980 83,512 合　　計 14,469 合　　計 99,656
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 15,238 15,238 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 65,800 充当率 90 ％ 46,500 45,100 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 76,500

(9)財源内訳
一般財源 23,375 19,242 23,174 14,469 23,156

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 ■基金 □その他 3,000 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 2,225 2,225 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 91,350 86,205 85,737 16,694 101,881
(11)単位費用

913.5千円／％ 862.05千円／％ 857.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防車両等を整備することで、各種災害等の出動に向け万全な体制がとれるとともに、各車両の隊員の安全面の強化にも ●①事前確認での想定どおり
繋がるため、当事業は必要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　災害対応に車両の維持管理は必要不可欠で、良好な状況を確保することにより体制を確保することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　当消防本部で活用し、災害に備えた維持管理を実施する必

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 車検整備及び定期点検により、車両を管理し、環境負荷低減 　車検整備及び定期点検により、車両を管理し、環境負荷低 ●①想定どおり
□②生き物と共存している に貢献している。 減に貢献している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　必要な更新整備及び修繕等を実施することにより、常時出場体制に不備がない
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

状態を確保することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 86,205 5,145 85,737 99.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

　車検台数の変動や更新整備車両の仕様精査によるもの。

5.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

％ 10万円 0.12 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 927 課コード 1001 会計種別 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防車両等の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 86,844 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 86,205 千円 (うち人件費 2,225 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市民の



員個人の資質向上につながる適正配置、派遣研修及び表彰事務
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 を円滑に行うことができる。
展開方向

消防職員の異動、昇任昇格、表彰賞罰及び教養資格等に関する履歴を消防職員管理システムに入力し、職員 ４月　 人事異動に伴うデータ入力
の履歴を管理する。 ４月以降に人事異動を実施した場合はその都度データ入力

当該年度 随時　履歴変更事項のデータ入力
執行計画 随時　派遣研修等のデータ入力

(3)事業内容 内　　容 随時　表彰賞罰等のデータ入力
随時　職員履歴データの修正入力
履歴事項等の修正入力率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防職員の履歴等を管理し、職員個人の資質向上につながる適正配置、派遣研修及び表彰事務を円滑に行えるようにする。 直接 当該年度発生した職員履歴（消防職員管理システム）の修正入力率 % 100 100

令和 4年度 消防職員の履歴等を管理し、職員個人の資質向上につながる適正配置、派遣研修及び表彰事務を円滑に行えるようにする。 － 当該年度発生した職員履歴（消防職員管理システム）の修正入力率 % 100

令和 5年度 消防職員の履歴等を管理し、職員個人の資質向上につながる適正配置、派遣研修及び表彰事務を円滑に行えるようにする。 － 当該年度発生した職員履歴（消防職員管理システム）の修正入力率 % 100

　人事異動や昇任・昇格及び表彰賞罰、教養資格等に関する履歴は、事象の把握後、即システムに反映させる必要があるので、
(7)事業実施上の課題と対応 タイムラグが発生しないよう各所属と情報共有を徹底し、対応を図る必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消防職員の異動、昇任昇格、表彰賞罰 消防職員の異動、昇任昇格、表彰賞罰 消防職員の異動、昇任昇格、表彰賞罰 消防職員の異動、昇任昇格、表彰賞罰
及び教養資格等に関する履歴の管理 及び教養資格等に関する履歴の管理 及び教養資格等に関する履歴の管理 及び教養資格等に関する履歴の管理

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,335 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,305 1,335 1,335 1,335 1,335
(11)単位費用

13.05千円／％ 13.35千円／％ 13.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　職員の昇任昇格及び賞罰等の履歴管理は、異動、各種研修への人選及び消防関係表彰への上申書類の作成等に必要なも ●①事前確認での想定どおり
のである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　職員履歴を使用するためには、最新の情報に更新し管理しなくてはならない。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

人事異動や表彰、昇任昇格、入校等に対して職員データが重要な情報源となるため、必要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　職員の個人情報も含む情報の管理であるため、消防本部内

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 で実施する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 　我孫子市消防職員の履歴管理のため □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正に履歴管理を実施することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,335 △30 1,335 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.49

% 10万円 7.49 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 928 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 職員履歴の管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,335 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防職員の履歴等を管理することにより、職



員の健康管理及び衛生管理の徹底により、災害等迅速に対応でき
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 ること、また損害賠償責任保険に加入することにより、職員が安心して公務に従事できることを目的として
展開方向

いる。
隔日勤務に必要な消耗品や備品を購入します。 職務環境の維持管理事業　
安全衛生管理チェックを各署で年４回行い、管理を徹底します。 随時　 庁舎及び事務用品の補充、庁用器具の整備（予算計上に合わせ）
損害賠償責任保険に加入することにより、職員が安心して公務に従事できるようにします。 当該年度 消防職員委員会（８月開催予定）

執行計画 安全衛生管理チェック（６月・９月・１２月・３月　チェックリストの作成報告）
(3)事業内容 内　　容 消防業務賠償責任保険の加入

　
職務環境の維持管理事業の実施率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 消防職員の健康管理及び衛生管理を図ることで消防力が維持され、市民を災害から守ることができる。 直接 職務環境の維持管理事業の実施率 ％ 100 100

令和 4年度 消防職員の健康管理及び衛生管理を図ることで消防力が維持され、市民を災害から守ることができる。 直接 消防活動管理事務事業の実施率 ％ 100

令和 5年度 消防職員の健康管理及び衛生管理を図ることで消防力が維持され、市民を災害から守ることができる。 直接 消防活動管理事務事業の実施率 ％ 100

　
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（図書購入・事務用品等） 1,112 消耗品費（図書購入・事務用品等） 1,226 1,226 消耗品費（図書購入・事務用品等） 1,262 消耗品費（図書購入・事務用品等） 1,262
印刷製本費（年報製本等） 221 　　当初1,262　流用－36 印刷製本費（年報製本等） 100 印刷製本費（年報製本等） 100
役務費（消防業務賠償責任保険） 345 印刷製本費（年報製本等） 100 100 役務費（消防業務賠償責任保険） 345 役務費（消防業務賠償責任保険） 345
備品購入費（布団（新職員用含む）） 376 役務費（消防業務賠償責任保険） 345 324 備品購入費（布団（新職員用含む）） 247 備品購入費（布団（新職員用含む）） 247
 当初240千円、予備費充当136千円増 備品購入費（布団（新職員用含む）） 283 283
使用料及び賃借料（駐車場賃貸借料） 588 　　当初247　　流用＋３６

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,642 合　　計 1,954 1,933 合　　計 1,954 合　　計 1,954
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,642 1,954 1,933 1,954 1,954

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,670 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,252 4,624 4,603 4,624 4,624
(11)単位費用

52.52千円／％ 46.24千円／％ 46.03
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防職員の健康管理並びに衛生管理を図ることで消防力を維持し、災害出動体制を確保するため必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　災害即応体制を確保するため、職務環境の維持管理が必要があり、想定どおりであった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　職務環境の維持管理が災害に対応して、勤務する職員に必

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 要不可欠であるため、組織の責務として市が主導で進める必
□その他 　促進された 要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　要望やチェックリストに基づき、職務環境の維持管理に努めることができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,624 628 4,603 99.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.16

％ 10万円 2.17 100.46

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 929 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 職務環境の維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,624 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 隔日勤務に必要な消耗品や備品の購入、職



の安全性にも優れた活動服等の貸与品の整備を図るとともに
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 、防火衣は訓練や実災害等で消耗し劣化するため、計画的に更新整備を実施し、消防力の充実・強化を図る
展開方向

。
防火衣の更新整備 防火衣の更新整備
・経年劣化した防火衣を順次更新する。 　４月　　　契約事務
制服及び活動服等の貸与品の整備 当該年度 　５月　　　貸与者を選出及び採寸実施
・職員からの要望に基づき、貸与品の整備を図る。 執行計画 　９月　　　納品及び貸与制服及び活動服等の貸与品の整備

(3)事業内容 内　　容 制服及び活動服等の貸与品の整備
　５月初旬　貸与品の支給要望調査
貸与品要望に対する充足率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 防火衣及び貸与品の貸与 直接 貸与品要望に対する充足率 ％ 100 100

令和 4年度 防火衣及び貸与品の貸与 直接 貸与品要望に対する充足率 ％ 100

令和 5年度 防火衣及び貸与品の貸与 直接 貸与品要望に対する充足率 ％ 100

防火衣や雨衣については日々使用し消耗してしまうため、計画開始年度の整備を実施した中から、今後、消耗等が著しいものを
(7)事業実施上の課題と対応 順次、老朽更新を実施しなければならない。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

防火衣購入費 2,983 防火衣購入費 2,963 2,723 防火衣購入費 2,963 防火衣購入費 2,963
貸与品（一般）８０名 3,080 貸与品（一般）８２名 3,080 4,676 貸与品（一般）８０名 3,080 貸与品（一般）８０名 3,080
貸与品（救急）４８名 1,848 貸与品（救急）４８名 1,848 773 貸与品（救急）４８名 1,848 貸与品（救急）４８名 1,848
貸与品（救助）２４名 1,320 貸与品（救助）２４名 1,320 507 貸与品（救助）２４名 1,320 貸与品（救助）２４名 1,320
貸与品（新職員）１４名 6,311 貸与品（新職員）５名 1,880 2,249 貸与品（新職員）５名 1,880 貸与品（新職員）５名 1,880

新任消防長 470 新任消防長 470

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 15,542 合　　計 11,091 10,928 合　　計 11,561 合　　計 11,561
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,542 11,091 10,928 11,561 11,561

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,670 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,152 13,761 13,598 14,231 14,231
(11)単位費用

181.52千円／％ 137.61千円／％ 135.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

貸与品整備事業は、消防職員の活動中における安全管理上不可欠な要素である。また、消防職員の規律の保持、士気高揚 ●①事前確認での想定どおり
、各種災害活動における組織的な消防力の発揮等、消防本部にとって必要なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　礼式に沿った制服や安全性を担保した活動服の貸与が職場の規律と活動の確保となることから事業が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　消防職員の貸与品であることから、市が主導で進める必要

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　要望及び計画に基づき、貸与品を整備することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,761 4,391 13,598 98.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

24.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.73

％ 10万円 0.74 101.37

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 930 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 貸与品の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,761 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防職員の服制に沿った制服や各種災害活動時



を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 湖北分署は、市の中央部に位置するため、災害防災活動の拠点として位置付けし、防災活動にも総合的に対
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 応できる、消防庁舎等の施設を整備する。
展開方向

・庁舎施設等の整備については、市で計画している他の施設の整備も視野に入れ、企画課を含めた関係各課 ・事業用地雑草刈取り業務委託　通年を通した雑草管理
　と協議を実施する。 ・庁舎等整備設計業務委託（令和３年度～令和５年度）
・庁舎施設の整備に係る用地等を調査し購入する。 当該年度 　　　　　　　　　　
・防災活動等の拠点として、各種災害に対応できる高い耐震性と安全性を有する庁舎等の施設を整備する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・庁舎等の整備に併せ、各種情報システム等を整備する。
・都市型災害等に対応できる消火訓練、救助訓練等が行え、市民が防災に対する必要性、重要性及び災害時
　の行動等の学習もできる総合訓練施設を整備する。 整備計画スケジュールに対する進捗率 想定値 100当該年度
・消防施設等訓練施設の整備に合わせ、付け替え道路及び周辺道路の整備について関係課と協議を進める。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業用地の適正な管理と設計業務の着手（基本設計） 直接 整備計画スケジュールに対する進捗率 ％ 100 100

令和 4年度 事業用地の適正な管理と設計業務（造成設計・都市計画法の同意手続き） 直接 整備計画スケジュールに対する進捗率 ％ 100

令和 5年度 実施設計業務の実施 直接 整備計画スケジュールに対する進捗率 ％ 100

・消防車両の適正配置
(7)事業実施上の課題と対応 ・人員増強に対応した庁舎の整備 代替案検討 ○有 ●無

・環境負荷低減施設（太陽光発電等）の利用検討

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 雑草刈取り業務委託 110 ＊ 雑草刈取り業務委託 110 110 ＊ 雑草刈取り業務委託 110 ＊ 雑草刈取り業務委託 110

＊ 消防施設等整備事業に伴う用地取得 ＊ 消防施設等基本・実施設計委託料 19,530 0 ＊ 消防施設等基本・実施設計委託料 13,326 ＊ 消防施設等基本・実施設計委託料 32,245
＊ （債務負担設定期間：Ｒ２～Ｒ４） ＊ （継続費設定期間　Ｒ３～Ｒ５）（繰越 ＊ （継続費設定期間　Ｒ３～Ｒ５） ＊ （継続費設定　Ｒ３～Ｒ５）
＊ 設定金額：３１，８０６千円 0

＊ 消防施設等整備事業に伴う用地取得 ＊ 赤道附番登記手数料 616 ＊ 電柱・電話柱移設 6,000
＊ （債務負担設定期間：Ｒ２～Ｒ４） ＊ 電波影響調査（事前） 350

実施内容 ＊ 設定金額：３１，８０６千円 0 0 ＊ 消防施設等整備事業に伴う用地取得 31,806 ＊ 家屋影響調査（事前） 4,000
＊ 　（債務負担設定期間：Ｒ２～Ｒ４）

(8)施行事項
費　　用 ＊ 　設定金額：３１，８０６千円 ＊ 荒造成工事（起債対象） 100,000

＊ （起債対象）２３，８００千円

予算(決算)額 合　　計 110 合　　計 19,640 110 合　　計 45,858 合　　計 142,705
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 75 ％ 33,700 充当率 75 ％ 99,100

(9)財源内訳
一般財源 110 19,276 110 12,152 43,599

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 364 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 6 □特会 □受益 □基金 □その他 6
換算人数(人) 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75
正職員人件費 6,525 6,675 6,675 6,675 6,675

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,635 26,315 6,785 52,533 149,380
(11)単位費用

66.35千円／％ 263.15千円／％ 67.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

庁舎建築から４０年以上が経過し、老朽化が進んでおり、訓練スペースも無い状態であるため、早急な庁舎の建替えが必 ●①事前確認での想定どおり
要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　災害対応能力の向上を図るため、令和８年度の開設に向けた取り組みが必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　法令等で市が実施することが定められており、市が実施す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る以外に提供主体がない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 　自治会や隣接住宅にお住いの住民を対象に説明会を実施し 該当なし ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 、設計・工事に反映する。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 　自然環境調査を実施し、希少生物への影響について確認を 該当なし ●①想定どおり
■②生き物と共存している 実施。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 　設計において、環境負荷低減施設の導入について検討。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　ボーリング調査を次年度へ移行し、設計ができなかったもの。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,315 △19,680 6,785 25.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 　 ●不要

　ボーリング調査を次年度へ移行し、設計ができなかったもの。

△296.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 　安全の確保のためにボーリング調査を園舎移転後とし

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 たことから、当初想定に至らなかったもの。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.38

％ 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
　事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 　令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1909 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 （仮称）湖北消防署整備事業【令和３年度より事務事業名変更　旧：消防施設等整備事業】 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 8年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,315 千円 (うち人件費 6,675 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産



他の消防に関する重要事項について調査審議し、消防体制の
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 強化充実に努めるとともに消防行政の円滑な運営を図る。
展開方向

消防体制の強化充実及び消防行政の円滑な運営を図るため、市長の諮問に応じ審議会委員の委嘱、諮問内容 ５月　第３回消防審議会
に応じた調査審議を実施し、諮問された事項について市長に答申する。 ７月　第４回消防審議会
　令和３年度は、令和２年度に引き続き、（仮称）湖北消防署整備事業の進展にあわせた消防体制の充実強 当該年度 ８月　（予備）
化（救助隊・救急隊）に向け、消防審議会の開催を計画している。 執行計画 ※　計画では２回の実施とするが、予備開催分を含め計３回とする。

(3)事業内容 内　　容 　

審議会の開催件数 想定値 3当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市長の諮問に応じ審議会委員の委嘱、諮問内容に応じた調査審議を実施し、諮問された事項について市長に答申する。 直接 審議会の開催件数 件 2 3

令和 4年度 市長の諮問に応じ審議会委員の委嘱、諮問内容に応じた調査審議を実施し、諮問された事項について市長に答申する。 直接 審議会の開催件数 件 0

令和 5年度 市長の諮問に応じ審議会委員の委嘱、諮問内容に応じた調査審議を実施し、諮問された事項について市長に答申する。 直接 審議会の開催件数 件 0

　重要事項の調査審議であるため、常設の審議会ではないが、課題や改善点に対して、タイムリーに対応する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市長の諮問に応じ審議会を開催する 市長の諮問に応じ審議会を開催する
＊ ３，５００×７人×３回 74 ３，５００×７人×３回 74 52

（消防施設等整備事業に合わせた （（仮称）湖北消防署整備事業に合
　消防体制の強化に係る審議会分） 　わせた消防体制の強化に係る審議会

分）
市長の諮問に応じ審議会を開催する
３，５００×７人×３回 74

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 148 合　　計 74 52 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 148 74 52 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0 0
正職員人件費 3,915 4,005 4,005 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,063 4,079 4,057 0 0
(11)単位費用

1,354.33千円／件 1,359.67千円／件 2,028.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防制度及び消防組織、その他の消防に関する重要事項について常に調査研究し、消防審議会の審議を経て消防行政の円 ●①事前確認での想定どおり
滑な運営を図り、消防装備及び施設等を改善強化する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　消防体制の強化・充実を図るため、市長の審問機関となる消防審議会における調査研究、審議が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　提供主体が市しかない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 審議会委員には、消防団、関係団体、学識経験者の委嘱を行 　審議会委員については、市内在住、在勤の学識経験者等を ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り い、意見の反映を図っている。 委員に委嘱し、諮門事項に対する意見をいただき、答申に向 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り け反映する。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

　２回の開催で答申に至ることができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 66.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,079 △16 4,057 99.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

現況の実施予定回数にあわせ予算計上した。

△0.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 　２回の審議会開催と会長、副会長による市長への答申

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 により、当初の目的を達成することができた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.74

件 100万円 0.49 66.22

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2036 課コード 1001 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・総務課

個別事業 消防審議会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,079 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 市長の諮問機関として消防制度、消防組織その


